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中⼩企業の福利厚⽣制度の実態調査（IRSME16040） 
平成 28 年 11 月 4 日 出口 友恵  

 

株式会社エフアンドエムでは、エフアンドエムクラブ会員企業に対し、企業の福利厚生に関す

る実態調査を⾏った。 

 

1. 調査背景 

企業は、多数の求人から選ばれる会社となるために様々な工夫をしている。そのひとつに

会社の福利厚生の充実がある。⼤企業ではユニークな福利厚生制度を運⽤し、他社との差別

化を図っているケースも多いが、中小企業ではどうであるかを調査した。 

 

2. 調査概要 

調査期間︓2016 年４月 1 日~５月 31 日 

調査対象︓エフアンドエムクラブ会員企業 

     ※エフアンドエム会員企業とは、エフアンドエムから中小企業向け 

管理部門⽀援サービスの提供を受けている企業 

有効回答数︓666 社 

調査エリア︓全国 

 
(注)⾸都圏＝東京都、神奈川県、千葉県、埼⽟県 

 

 

 

 

業種/地域 北海道・東北 関東 ⾸都圏 中部・北陸 近畿 中国・四国 九州・沖縄 総計
製造業 13 8 29 38 36 22 13 159

サービス業 15 5 20 25 30 22 28 145
建設業 26 8 13 35 19 25 21 147
小売業 17 4 8 10 10 12 8 69
卸売業 5 4 9 14 18 4 10 64

運輸・通信・IT業 6 1 7 7 17 5 8 51
不動産業 5 1 6 3 2 17
飲食業 2 1 1 4 2 1 11
その他 1 1 1 3
総計 90 32 87 133 139 95 90 666
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3. 調査結果 

表１ 各種福利厚生制度の運⽤企業割合 

 
     

調査の結果、各種福利厚生制度のうち、『慶弔⾒舞⾦制度』を運⽤している企業の割合が

72.4％と最も高い結果となった。 

慶弔⾒舞⾦制度とは、従業員やその家族の慶弔事について、お祝⾦やお⾒舞⾦を贈る制度

で、その内容は企業の規程によって決められている。慶弔⾒舞⾦は法的な⽀払い義務がある

ものではなく、企業が自由に決めることができるため、運⽤しやすい福利厚生制度のひとつ

である。当社が 9 月に発表した中小企業の慶弔休暇制度導入の実態調査において、本人の結

婚や妻の出産、親族の死亡等について慶弔休暇を導入している企業は 9 割を超える結果とな

ったことから、慶弔休暇制度と慶弔⾒舞⾦制度を併せて運⽤している企業が多いと考えられ

る。 

また、調査結果では、慶弔⾒舞⾦制度の導入同様、退職⾦制度を運⽤している企業も 70％

を超えた。退職⾦制度を導入するメリットのひとつには、『従業員が⻑く働いてくれること』

が挙げられる。⼀⽅で、退職⾦制度も 7 割を超える企業が導入しているため、退職⾦制度が

あることが他社との差別化につながるとは考えにくい。 

   現状での導入が１％に満たない結果となった『託児施設・ベビーシッター補助』は、今後

注目すべき福利厚生制度であろう。平成 28 年 6 月 2 日に閣議決定されたアベノミクスの第

二ステージ『ニッポン⼀億総活躍プラン』のひとつに、子育て⽀援の充実が掲げられている。

「保育の受け皿確保」とあるが、政策だけでは改善できない課題も多々予想される。そこで、

企業が独自に託児施設の運営やベビーシッター補助を⾏う福利厚生制度を設けていくこと

福利厚生制度 有効回答社数 制度ありの社数 企業割合
慶弔⾒舞⾦制度 666 482 72.4%
退職⾦制度 666 474 71.2%
資格取得・自己啓発⽀援 666 323 48.5%
社宅・寮・家賃補助 666 159 23.9%
法定外健康診断やメンタルヘルスケア 666 151 22.7%
財形貯蓄制度 666 137 20.6%
社員食堂・食事手当 666 120 18.0%
サークル活動の⽀援・補助 666 64 9.6%
運動施設や保養所等の余暇施設 666 58 8.7%
託児施設・ベビーシッター補助 666 3 0.5%
その他 666 39 5.9%
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が、選ばれる企業になるためには有効ではないかと考えられる。 

   企業の託児所施設等の運営は、国も後押ししている。内閣府では、多様な働き⽅に対応し

た保育サービス等を⾏う企業をサポートするため、『企業主導型保育助成事業』をスタート

した。第⼀次募集では、311 施設からの申請があり、そのうち、150 件・約 76 億円の助成

を決定した。助成事業はあるものの、企業主導で保育施設を運営していくことは助成⾦以上

のコストが必要のため、国には継続的なサポートを期待したい。 

 

４．総評 

近年では、ワークライフバランスが意識されるようになってきており、『働きやすい会社』

が求められる傾向にある。福利厚生は、求職者が企業と自分との相性を判断する 1 つの判断

材料となる。とはいえ、無理をして社員寮や社宅、食堂などの施設を整備し、高いコストを

かけることだけが福利厚生ではない。中小企業が目指すべき福利厚生は、子どもがいても安

⼼して働けるように⼀時保育施設の斡旋をしたり、介護相談窓口の利⽤機会を設けるなど、

『従業員と従業員の家族のことを想った良⼼的なシステム』の運⽤であると⾔える。 

企業と従業員が対話を繰り返し、従業員のニーズに合わせた福利厚生を整備することで、

働きやすく、人が集まりやすい魅⼒ある企業を作ることを目指してほしい。 

従業員が⼼身ともに充実した状態で意欲と能⼒を⼗分に発揮できるよう、福利厚生を整備

する企業が１社でも多くなることを期待したい。(了) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本調査集計に関してのお問い合わせは 

株式会社エフアンドエム 

http://www.fmltd.co.jp 

問い合わせ先 0120－941－158 

 担当︓出口友恵 


